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Ⅰ　問題の所在と目的
　21 世紀を迎え、教育界における様々な変革の中、特別支援教育も大き
く変わろうとしている。特に特別支援教育の担い手である教員の在り方に
ついて述べられる機会が増えてきている。「21 世紀の特殊教育の在り方に
ついて」（2001）の中で、「特殊教育関係教職員の専門性の向上」について
示された。具体的には「特殊教育教諭免許状の保有率の向上及び今後の免
許状の在り方について」と「研修の充実」について明記されている。その他、
特別支援教育の担い手としての教員の在り方についてはいろいろな角度か
ら述べられている。教員資格を規定する免許制度から考察したもの、その
資格付与のための教員養成制度の在り方から考察したものなど数多くあろ
う。特別支援教育において、教員の果たす役割はきわめて大きく、その専
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門的知識や技能は教育の質を決める重要な要素となっている。今求められ
ている教員の力量、子どもに寄り添える教員一人一人の資質について考え
てみる必要があると考える。
　文部科学省においては、「障害のある子どもの理解認識の推進、特別支
援教育に関する調査研究、教育内容の改善・研究」の中で、2002 年度よ
り「盲・聾・養護学校の専門性の向上推進モデル事業」が開始された。こ
の調査研究の趣旨は、「盲・聾・養護学校では、一人一人のニーズに対応
したきめ細かな指導の充実を図るため、理学療法士、作業療法士、言語聴
覚士等の専門的な人材を活用して、チームティーチングや、チームで個別
の指導計画を策定するなど、指導体制を充実する必要がある。また、盲・聾・
養護学校の教員の特殊教育教諭免許状の保有率は 50％以下という状況が
ある。そのため、16 都道府県にモデル事業を委嘱するものである。」とい
うものであるが、具体的には（１）都道府県内に盲・聾・養護学校専門性
推進モデル地域の指定、（２）都道府県内に盲・聾・養護学校専門性推進
会議の設置、（３）研究内容、①教員の専門性の向上方策、②教育集団と
しての専門性の向上方策、③センター的機能の充実方策等が挙げられてい
る。このように特別支援教育にかかわる教員の資質向上に向けての具体的
な研究が進められている。　 
　本研究では、早期教育相談担当教員の自己評価から早期教育相談の現状
と課題を明らかにし、今後の特別支援学校の教員として求められる資質に
ついて考察することを目的とする。
Ⅱ　方法
　調査の方法についてであるが、調査は質問紙法であり郵送回答方式によ
って実施した。質問紙は、A 県内の知的障害特別支援学校で早期教育相
談を実施している特別支援学校に郵送し、回答は各学校の早期教育相談担
当教員に依頼した。調査期間は 200X 年７月である。
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　調査内容は、①早期教育相談に対する自己評価、②早期教育相談担当者
に必要な資質及び研修、③早期教育相談を担当した感想、である。質問は
早期教育相談の実態を聞く部分と意見を求める部分から成っている。
 
Ⅲ　結果
１　早期教育相談に関する自己評価
　早期教育相談を担当している教員が早期教育相談の仕事に対してどのよ
うな思いを抱いて取り組んでいるかを考察した。具体的には、（１）子ど
もへのかかわり、（２）保護者へのかかわり、（３）関係諸機関との連携、（４）
校内体制、の４項目について自己評価を依頼した。
（１）子どもへのかかわりについて
　子どもへのかかわりについての結果を Table １に示す。
　「十分」と「ほぼ十分」を合わせて「十分回答」とする。また、「やや不十分」
と「不十分」を合わせて「不十分回答」とする。「十分回答」の方が多か
ったのは、「子どもの実態把握」のみである。「発達検査法の実施」と「指
導プログラムの立案」については、「不十分回答」が約４割～５割となっ
ている。自己評価は総合的に低くなっている。具体的なものとしては、ま
ず発達検査法の実施についてであるが、「発達検査法の実施は初回時に行
内　　容 十　分 ほぼ十分 どちらでもない やや不十分 不十分
子どもの実態把握 ０（0.0％） ８（44.4％） ６（33.3％） ４（22.2％） ０（0.0％）
発達検査法の実施 １（5.6％） ３（16.7％） ７（38.9％） ７（38.9％） ０（0.0％）
指導プログラムの
立案
０（0.0％） ３（16.7％） ６（33.3％） ８（44.4％） １（5.6％）
Table1　子どもへのかかわり
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っているがその後はあまり必要性ない。継続指導した後にもう一度同じ検
査を行うということでよいと思う。後は保護者の希望があれば行う｡」と
いう意見がみられる。また、指導プログラムの立案についてであるが、「他
にも様々な仕事を抱えているため、早期のケースのプログラム立案等に時
間が取れない｡」としながらも、「指導プログラムの立案は実態把握と検査
等を中心に行うが、それに加えて毎回の実践後に指導内容や状態を記録し
たものが役立っている｡」という意見がみられるように、工夫して取り組
んでいる様子も窺える。
（２）保護者へのかかわりについて
　保護者へのかかわりについての結果を Table ２に示す。
　「十分」と「ほぼ十分」を合わせて「十分回答」とする。また、「やや不
十分」と「不十分」を合わせて「不十分回答」とする。「十分回答」では、「保
護者の心情理解」と「障害受容への援助・支援」が「不十分回答」の倍以
上となっている。また、「不十分回答」については、「指導プログラムの説
明」と「指導成果の確認」の項目が多くなっている。このように自己評価
は総合的に低くなっている。具体的な意見としては、「指導プログラム表
や達成度についての文書を作成し、共有できるようにする時間的な余裕が
内　　容 十　分 ほぼ十分 どちらでもない やや不十分 不十分
保護者の心情理解 ０（0.0％） ７（38.9％） ８（44.4％） ３（16.7％） ０（0.0％）
障害受容への援助・
支援
０（0.0％） ５（27.8％） 11（61.1％） ２（11.1％） ０（0.0％）
指導プログラムの
説明
０（0.0％） １（5.6％） ９（50.0％） ６（33.3％） ２（11.1％）
指導成果の確認 ０（0.0％） ２（11.1％） 10（55.6％） ６（33.3％） ０（0.0％）
Table2　保護者へのかかわり
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必要である。」、「指導プログラムの説明、指導成果の確認については特に
時間を設けて行っているわけではなく近くでみているので、その都度指導
目標についての話をしている｡」、「保護者の心情理解、障害受容への援助・
支援については、保護者が話題にした時に支援できるよう心掛けている。
こちらから特にもちかけてはいない｡」、「心情理解は十分だといえるもの
ではないと思う｡」などがみられる。
（３）関係諸機関との連携について
　関係諸機関との連携についての結果を Table ３に示す。
　「十分」と「ほぼ十分」を合わせて「十分回答」とする。また、「やや不十分」
と「不十分」を合わせて「不十分回答」とする。「不十分回答」の方がわ
ずかであるが多くなっている。具体的な意見としては、「関連施設を見学
したり、関連施設での実態把握をする機会を十分もったりする｡」、「連携
を取る必要性は感じていて担当者同士顔を合わせれば話題にのぼるが、ま
だ確実な方法として情報交換ができていない｡」、「主にこども発達支援セ
ンターとの連携が必要である。具体的な情報交換や連携は随時担当者間で
行っている｡」、「現在自分のもっているケースの子どもについて定期的に
情報交換を行っている｡」、「福祉関係機関の連携はよく取れており、就学
まで熱心に該当児をフォローしている。相談室にもこまめに来て、担当児
の把握に努めているが、教育委員会からは、就学に対する積極的な働きか
けができないこともあり、間に入っている福祉関係者の協力は不可欠であ
る｡」というような意見がみられる。具体的な意見の内容をみても、機会
や方法など確立したものがまだ出来上がっておらず、必要に応じて担当者
内　容 十　分 ほぼ十分 どちらでもない やや不十分 不十分 無記入
連　携 ０（0.0％） ５（27.8％） ５（27.8％） ６（33.3％） ０（0.0％）２（11.1％）
Table3　関係諸機関との連携
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同士が行っているというのが現状である。今後は、各機関が地域の早期教
育体制において役割を明確にしていく必要がある。
（４）校内体制について
　校内体制についての結果を Table ４に示す。
　「十分」と「ほぼ十分」を合わせて「十分回答」とする。また、「やや不十分」
と「不十分」を合わせて「不十分回答」とする。「十分回答」では、１番
目が「広報活動（44.4％）」、２番目が「担当者の人数（38.9％）」、３番目
が「利用している部屋の数・スペース（27.8％）」、「一人が担当している
幼児の数（27.8％）」という順番になっている。「不十分回答」では、１番
目が「教材・教具（77.8％）」、２番目が「担当者同士の打ち合わせ（72.2％）」、
３番目が「指導記録の記入時間（66.7％）」、４番目が「利用している部屋
の数・スペース（55.6％）」という順番になっている。なお、以上の項目
内　　容 十　分 ほぼ十分 どちらでもない やや不十分 不十分
担当者の人数 ３（16.7％） ４（22.2％） ３（16.7％） ５（27.8％） ３（16.7％）
利用している部屋の
数・スペース
２（11.1％） ３（16.7％） ３（16.7％） ３（16.7％） ７（38.9％）
教材・教具 １（5.6％） ２（11.1％） １（5.6％） ９（50.0％） ５（27.8％）
一人が担当している
幼児の数
２（11.1％） ３（16.7％） ９（50.0％） ３（16.7％） １（5.6％）
担当者同士の打ち合
わせ時間
０（0.0％） ４（22.2％） １（5.6％） 11（61.1％） ２（11.1％）
広報活動 ２（11.1％） ６（33.3％） ６（33.3％） ４（22.2％） ０（0.0％）
校内における他の教
員に対する理解啓発
０（0.0％） ３（16.7％） ７（38.9％） ７（38.9％） １（5.6％）
指導記録の記入時間 １（5.6％） １（5.6％） ３（16.7％） 11（61.1％） １（5.6％）
Table4　校内体制
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が 50.0％を越えたものである。不十分回答が高かったものについては、今
後十分検討していかなければならない。「教材・教具」については、今ま
で授業等で利用していたものの整理が必要である。また、「担当者同士の
打ち合わせ」については、現在のところ担当者は早期教育相談係専任とい
う形ではなく、いずれかの学部に所属して授業を行いながら早期教育相談
の仕事を行っているというのが現状である。「指導記録の記入時間」につ
いては、相談が終わってから相談の内容及び子どもの様子等について指導
記録票に記入するわけであるが、これも担当者同士の打ち合わせと同じよ
うになかなか時間が取れないのが現状である。授業も担当しているという
現状から考えると、記入すべき内容を簡略化して客観的に評価ができるよ
うにすることが必要である。具体的な意見としては、「校内における他の
教員に対する理解啓発について、プライバシーのこともありあまり詳しく
なく、理解してもらえるような啓発は難しい。職員会議の折りにイニシャ
ルで、現在何人が来ている程度は話している｡」、「他の教員への理解、啓
発で許せる範囲で一緒に相談ができるとよい｡」、「担当者の増員及びスペ
ースの確保｡」、「学級副担と兼ねているので、物理的にも精神的にも割り
切り方が難しい｡」、「校内における他の教員に対する理解啓発は十分と思
っても、他がどう理解しているかを考えると十分とは言えない気がする｡」、
「担当者については昨年の反省に基づき２名から４名とし現在は何とか対
応できているが、ケースは増加傾向なため、校内で操作するにしても人員
配置には配慮願いたい。また、予算的な部分での問題はある（教材を購入
することが難しい）。」、「一人が担当している幼児の数は今のところは安定
しているが今後ケースが増えると大変｡」、「相談事業のために、特別な教
材備品、消耗品の予算化が図られるとよい。また、加配分をそのまま相談 
係に当てられるようだとよい（現状は授業も出て相談もやるという状 
況）｡」、「ほとんどの担当者は授業をもちながら相談をしているので、人数
が増えてくると対応が難しい。また、部屋が一つしかなく、保護者分離の
時や同時間に複数ケースをもちたい時など困る時がある｡」などの意見が
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みられる。
　十分回答で広報活動が高くなっているということは、パンフレットの作
成や、早期教育相談担当者交流研修会等が、充実して行われているという
ことが窺える。
（５）早期教育相談担当者に必要な資質及び研修
　ここでは、早期教育相談担当者に必要な資質と研修について考察した。
具体的には、「発達検査」、「指導技術」、「児童心理学」、「発達心理学」、「カ
ウンセリング」、「障害児教育学」、「障害児心理学」、「障害児に関する医学
知識」の８項目の中から必要な項目を選んでもらった。
　早期教育相談担当者に必要な資質及び研修について Table ５に示す。
　総合的にみると、１番目に「カウンセリング」、２番目に「指導技術」、
３番目に「発達心理学」という順番になっている。具体的なものとしては、
「地域療育システムの理解とコーディネート法」、「感性」、「どれもバラン
資質及び研修 1 番目 2 番目 3 番目
発達検査 ０（0.0％） １（5.6％） ２（11.1％）
指導技術 ３（16.7％） ６（33.3％） １（5.6％）
児童心理学 ０（0.0％） ０（0.0％） １（5.6％）
発達心理学 ３（16.7％） １（5.6％） ５（27.8％）
カウンセリング ５（27.8％） ４（22.2％） ３（16.7％）
障害児教育学 １（5.6％） ２（11.1％） １（5.6％）
障害児心理学 ４（22.2％） １（5.6％） ０（0.0％）
障害児に関する医学的知識 ０（0.0％） １（5.6％） ３（16.7％）
無記入 ２（11.1％） ２（11.1％） ２（11.1％）
Table5　早期教育相談担当者に必要な資質及び研修
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スよく必要」という意見が挙げられていた。また、「保護者との対応を考
えると教職年数が長い教員に対しては、それだけで多少安心してくれるケ
ースが多い｡」という意見もみられた。
　必要な研修としては、幼稚園、保育園（所）、こども発達支援センター
等における巡回指導や、専門家の指導で特に、言語療法士、作業療法士、
理学療法士、音楽療法士等の指導を実際に見学する研修などが必要である
という意見が挙げられた。その他としては、健常児の発達、軽度障害児、
学習障害、ADHD 等についての理解や対応の仕方についてなどの研修が
必要であるという意見もみられた。また、幼稚園、保育園（所）、こども
発達支援センター、小学校の様子を実際に見て担当者と話し合うなどケー
スカンファレンスの研修があればよいという意見もみられた。なお、カウ
ンセリングの研修についてであるが、A 県総合教育センターにおいてい
くつかの研修が用意されている。障害児教育・相談部では、「早期教育相
談担当者研修」、「早期教育相談事例研究研修」、「訪問教育研修」、「学校教
育相談研修」等の研修を実施しており、教育相談的内容を中心に研修する
ことができる。しかし、保護者支援を中心とした内容についてはその中の
１日程度であり、十分な時間を取っているとは言い難い。今後は、保護者
理解と支援を中心とした教育相談研修を検討していかなければならない。
あらゆる相談やケースに対応するためにも、バランスのよい資質が必要と
なってくる。また、必要な研修については、幼稚園、保育園（所）、こど
も発達支援センターにおける巡回指導と、ケースカンファレンス等の研修
が挙げられている。就学前幼児教育機関において、どのような指導がなさ
れているかを見学する研修はあまり用意されていないのが現状である。今
後は、しっかりとした連携体制を築き上げていくことも含めて、このよう
な研修を検討していかなければならない。また、実践的なケース実技に関
しては、事例研究会を充実させていく必要がある。
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（６）早期教育相談を担当した感想
　早期教育相談を担当しての感想であるが、「子どもの理解とかかわり方
について」、「校内体制について」、「保護者とのかかわりについて」、「その
他」、の４つに分けられる。
　１番目は「子どもの理解とかかわり方について」についてであるが、個
別学習を行うことから子どもに対するかかわり方を新たに学んだという意
見が多くみられる。具体的には、「クラス担任とは違った体験ができた。
一人一人を個別に見る見方が分かったように思う｡」、「回を重ねる毎に少
しずつ伸びていく子どもをみて、保護者の方も私も嬉しく思う。週１回の
かかわりだが、とても大切な時間を共有しているのだと思う。教材研究に
力を入れて、有意義な相談になるよう努力したいと思う。今後は小学校に
進んだ障害のある児童についてフォローできるような教育相談の窓口が各
特別支援学校にできるとよいと思う｡」などが挙げられる。
　２番目は「校内体制」についてであるが、専任というわけではなく、他
の授業も行っているので、今後十分検討して行かなければならないという
意見が多くみられる。具体的には、「授業を持って指導にあたるため、授
業と相談のための教材研究は大変だが反面楽しい｡」、「専任という形では
ないので、他の授業との兼ね合いが難しい。指導記録の記入時間などはあ
まり取れず、相談の時間のみが必要な時間と考えられているようである。
また、保護者も働いていることを考えると、相談時間の設定がこれで十分
かというと疑問である｡」、「早期教育相談を各特別支援学校でやることは
よいことだが、人員、施設等がもう少し整備されるとよい｡」、「学校内の
体制は係の人数（専任にするか、または数人で分担するか）や他の校務分
掌のもち方、部への付き方等の難しさはある。また、各地域の療育システ
ムの中でどういう立場でどんな役割を果たすべきかなど難しさを抱えてい
る｡」、などが挙げられる。
　３番目は「保護者とのかかわり」についてであるが、ニーズが高いので
しっかりした援助をしたいが力量不足を感じているという意見が多くみら
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れる。具体的には、「ニーズは高い。保護者のまなざしは必死。自分も親
として痛いほど分かる。期待に応えたいが、分からない事も多い。勉強と
経験の不足を実感｡」、「ニーズが非常に多い。２歳～３歳の小さな子ども
の申し込みが多い。今後の事を考えるとケースは増える一方である。担当
者も学部所属との兼務の状況では難しくなるのでは。校内体制の工夫だけ
では現状のニーズに十分に応えていくことは難しくなると思う｡」、「幼児
は初めてであり、また、保護者の悩みに対してもっと適切なアドバイス等
をしてあげたいが、自分の力不足を感じる。もっと勉強して有効なサポー
トをできるようにしたい｡」、などが挙げられる。
　その他としては、教員として学ぶことが多かったという意見がみられた。
具体的には、「現在はとにかく必死の一言。現在４ケースになりつつあるが、
あらゆる場面からの実態把握に務めている。しかし、教育相談の日が何と
なく待ち遠しく、今後も頑張りたいと思っている｡」、などが挙げられる。
　早期教育相談を担当して、今までとは違った体験であり、子どもや保護
者と貴重な時間を過ごすことができたなどというように肯定的な意見が多
くみられた。また、保護者とのかかわりにおいて、保護者のニーズの高さ
から特別支援学校が地域で果たしていく役割について改めて考え直したと
いう意見もみられた。その他としては、人員、設備、指導内容、校内体制
等、整備していかなければならない面もみえてきている。
　全体的に早期教育相談を担当したことを肯定的に捉えている教員が多
く、大変さの中にも仕事に対する喜びを感じている意見が多くみられた。
また、子どもに対するかかわり方を新たに学んだという意見が多く挙げら
れており、早期教育相談を担当したことがそれぞれの教員の自己成長に繋
がっているということが窺えた。今後は研修を充実させ、多くの教員が担
当できるような体制づくりを検討していくことが必要である。
　以上の結果から早期教育相談の重要性が認識された。
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Ⅳ　考察
　学校自体が地域に根ざした、あるいは地域に開かれたということが求め
られているが、そのためには経験がある教員を担当者に当てはめるという
ような組織づくりが必要になってくると思われる。
　学習指導要領において、学校における教育相談の必要性が説かれたこと
は、少なくとも特別支援学校における教育相談に対する理解が大きく進む
と思われるが、課題として浮上することの一つに、教育相談担当者の養成
や配置をどうするかがあると考えられる。
　近年、特殊教育センター等では、障害のある児童生徒等の相談ケースに
加えて、不登校の子どもや学習障害児等の特異な学習の困難さのある子ど
もで通常学級に在籍するケースが多いようである。その相談状況を聞いて
いると、例えば比較的障害が軽度の子どもの場合、保護者が障害を認めて
うまく対応するまでに、比較的多くの時間を要する可能性があるように思
われた。あるいは、特異な学習の困難さをもちながらも、周囲が過剰な成
長・変化を期待し、保護者も疲れ果て非常に辛い思いを背負った状態で相
談に来たケースもあり、教育相談担当者が大きな困難さを感じていること
が多かった。そのようなケースについては、相談上の契約、相談者側の保
護、サービスと相手のニーズの調整などの困難な問題への対処や、場合に
よっては、いわゆるガイダンスや単純な生活指導等には止まらない心理的
なセラピーに近い内容が必要と思われ、かなり練度の高い専門家が対応し
なければならない状況もあると考えられる。
　そのような状況が、特別支援学校における教育相談の現場にも起こりう
ると考えられ、それぞれの学校における教育相談の限界を考慮しどう対応
するのかを、教育相談担当者は、ある程度整理をしておく必要があり、そ
れらができる技量や態度が必要と思われる。
　教員を教育相談者として配置する場合には、適任者を選定するのは言う
までもないが、その技量等を高めるには、年間の何回かの研修だけでは不
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十分であり、先に述べた力は育たない。むしろ相談者を養成する方向で、
ある程度の年数をかけて、障害幼児の多様化への対応や指導技術、保護者
支援、校内や地域におけるコーディネーター的役割等様々な技量や専門性、
態度、練度を高めていくことが必要である。特に「カウンセリング」、「障
害児心理学」、「指導技術」等の能力が求められているが、「障害児教育相
談研修」や障害児教育の専門的な資質をもつ教員の育成を目的とした「ス
クール・サイコロジスト養成講座」等の障害児をもつ保護者の理解と支援
を中心とした研修を開始した県もあるので、参考にしながら今後質の高い
研修を準備する必要がある。
　教育相談担当者として、非常勤講師を配置している学校もある。この非
常勤講師については、1998 年の中央教育審議会の答申で、「小中学校等に
おいても、教職員定数を用いて非常勤講師を配置できるようにし、その報
酬を国が負担できるよう標準法を見直す｡」と述べられている。また、教
員免許法の改正により、教員免許を所持しない非常勤講師も教壇に立てる
ことになったことも含めて、学校として総合的に考え、都道府県ごとの状
況に合わせて、教育相談担当者を配置することが大切であると考えられる。
Ⅴ　まとめと今後の課題
　機関とは組織であり、組織は複数の人で成り立っている。従って、担当
者が替わるということも避けては通れない。人と人とが話をつなぐという
ことは実に難しい。ましてやそこに「信頼関係」までを含めることは容易
ではない。しかし、その方策は考え続けなければならない。また、その間
にも、実行し続けなければならない。次の担当者にできるだけ確実にバト
ンを渡すという視点も必要である。
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